
Environmental  Report

明
日
を
担
う
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

づ
く
り
に
貢
献
し
ま
す
。



はじめに --- ２

理事長 北村 隆志

Ⅰ 特集

ＳＤＧｓへの貢献に通じる
サステナビリティファイナンス --- ３

Ⅱ 鉄道・運輸機構の概要 --- ５

１．沿革・目的 --- ５
２．事業概要 --- ５
３．基本情報 --- ６

Ⅲ 環境行動計画の基本的事項 --- ７

Ⅳ 事務・事業に係る環境配慮への取組み --- １１

１．地球温暖化対策 --- １２
２．建設廃棄物対策 --- １５
３．工事排水と掘削土の適切な処理 --- １５
４．生物多様性の保存 --- １６
５．土地処分に伴う特定有害物質への対応 --- １６
６．事務に関する環境負荷低減の取組み --- １７

Ⅴ 環境に関する情報発信と社会貢献活動 --- ２１

１．「鉄道の日」記念イベントへの参加等 --- ２１
２．内航船舶技術支援セミナー等の開催 --- ２１
３．鉄道建設工事現場見学会等への協力 --- ２２
４．地域環境保全活動 --- ２２

Ⅵ その他 --- ２３

１．マテリアルフロー --- ２３
２．「環境報告の記載事項等に関する告示」及び

「環境報告ガイドライン」との対応 --- ２４
３．より良い環境報告書を目指して --- ２５

目 次

1

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ



2

昨年度発行した「環境報告書２０１８」では、２０１７年度に独立行政法人初のグリーンボン
ド（CO2削減等の環境改善効果を有する事業を資金使途とする債券）を発行したことをお伝
えしましたが、２０１９年１月には、国際的な第三者評価機関から「サステナビリティファイナン
ス」（地球環境への負荷低減と社会的課題の解決の双方に資する資金調達）の検証を受
けるとともに、厳格な国際基準を設けるＣＢＩ（Climate Bonds Initiative 低炭素経済に向けた大
規模投資を促進する国際ＮＧＯ）からのプログラム認証をアジアで初めて取得しました。

鉄道や船舶は、自動車等他の輸送機関に比べて、はるかに二酸化炭素の排出量が少
なく、エネルギー効率に優れた輸送機関です。新幹線に代表される鉄道インフラは、人の流
動性を高め、雇用や産業を生み出す機会を創り、また、船舶は、物流効率化や離島航路
の維持発展へ貢献します。このような産業基盤の形成や経済成長を促す事業は、まさにＳＤ
Ｇｓの理念に沿った事業だといえます。

現在、当機構では、第４期環境行動計画に基づき、事務・事業における環境負荷の低
減や環境配慮の取組みを推進しているところです。今後とも国民の皆様をはじめとしたス
テークホルダーのニーズ、社会経済情勢の動向に的確に対応しつつ、豊かで美しい自然
環境と調和した未来の交通ネットワークづくりを通じて、社会に貢献してまいる所存です。

引き続き、皆様からの温かいご支援とご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

理事長 北村 隆志

はじめに

今日、地球温暖化対策が地球規模の課題となり、２０
１５年に国連は、「 持続可能な開発目標 」 （Sustainable 
Development Goals : SDGｓ）を採択し、持続可能な社会を構
築するための１７の目標を定めました。このＳＤＧｓの採択以
降、「持続可能な社会」への関心が高まり、大きな期待
が寄せられています。

当機構では、基本理念に「明日を担う交通ネットワーク
づくりに貢献します。」を掲げ、整備新幹線をはじめとする
良質な鉄道の建設、鉄道の助成、船舶共有建造、旧
国鉄の資産処分などの事業を通じて、安全で安心な、か
つ、環境にやさしい交通ネットワークづくりに貢献してまいり
ました。

２０１９年９月
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Ⅰ 特集 ＳＤＧｓへの貢献に通じる
サステナビリティファイナンス

鉄道や船舶は、他の輸送機関に比べてエネルギー効率に優れた地球環境にやさしい
輸送機関です。当機構では、鉄道や船舶の建設・整備等を着実に行うことで、ＣＯ２

排出量の少ない環境にやさしい交通体系の整備に貢献しています。
また、鉄道は移動時間の短縮や利用者の増加等による地域振興への貢献、船舶は物

流の効率化や離島航路の整備といった社会的要請に応える交通システムです。
当機構の鉄道建設業務や船舶共有建造業務では、持続可能でレジリエントな交通イ

ンフラの整備、環境にやさしい交通体系の整備などを通じ、ＳＤＧｓの達成に貢献し
ます。

○交通ネットワークの整備
○モーダルシフトの推進
○バリアフリー法に対応した、安全で快適なサービスの提供
○環境にやさしい交通体系の整備
○海洋汚染防止対策

●国連の「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）への貢献

「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）とは、２０１５年９月の国連サミットで採択
された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」にて記載された２０１６年
から２０３０年までの国際目標です。

持続可能な世界を実現するための１７のゴール・１６９のターゲットから構成さ
れ、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓ってい
ます。ＳＤＧｓは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普
遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組んでいます。



4

「サステナビリティファイナンス」とは、地球環境への負荷低減に資する「グリーン
性」※1と社会的課題の解決に資する「ソーシャル性」※2の双方の性格を有する資金調達
のことです。

当機構は、国際的な第三者評価機関から「サステナビリティファイナンス」の検証を
受けるとともに、厳格な国際基準を設けるＣＢＩ（Climate bonds Initiative 低炭素
経済に向けた大規模投資を促進する国際ＮＧＯ）のプログラム認証（一度の認証で継続
的な資金調達が可能となる制度）をアジアで初めて取得しました。
「サステナビリティファイナンス」により調達した資金で、環境負荷の低減や地域の

生活に必要不可欠な交通インフラを整備していくことにより、ＳＤＧｓの達成に貢献す
るとともに、ＥＳＧ投資(環境(environment)、社会(social)、企業統治(governance)に
配慮している企業を重視・選別して行う投資）の促進に貢献してまいります。

※１）グリーン性：環境負荷の低減（ＣＯ２排出量が少ないなど環境負荷低減に資する
鉄道の建設、船舶の海洋汚染防止など）

※２）ソーシャル性：必要不可欠な交通インフラの整備（多くの人が利用できる鉄道の
建設、離島航路の整備など）

●サステナビリティファイナンスについて

＜サステナビリティファイナンスのイメージ＞
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Ⅱ 鉄道・運輸機構の概要

１．沿革・目的

鉄道・運輸機構は、日本鉄道建設公団と運輸施設整備事業団が統合して、２００３
年１０月１日に設立された法人です。

鉄道の建設や、鉄道事業者、海上運送事業者などによる運輸施設の整備を促進する
ための助成などの支援を行うことを通じて、大量輸送機関を基幹とする輸送体系の確
立などを図ることを目的としています。

２．事業概要

◆ 鉄道の建設
我が国の鉄道ネットワークの整備を推進

するため、国土交通軸を形成する新幹線や、
都市圏における利便性の向上のための都市
鉄道等を建設しています。
また、鉄道整備に関する各種調査等を

行っています。

◆ 鉄道の助成
国からの補助金等やＪＲ本州３社から

収受する既設四新幹線譲渡収入を活用し
た鉄道施設の整備等に対する助成及び旧
国鉄の長期債務の償還・利払い等の業務
を行っています。

◆ 船舶共有建造
国内旅客船及び内航貨物船の建造にあ

たり、船舶共有建造業務を通じて低利・
長期の資金を安定供給するとともに、建
造に関する技術支援を行っています。

◆ 地域公共交通出資
持続的な地域公共交通ネットワー

クの再構築を図る事業への出資等を
行っています。

◆ 国鉄清算事業
旧国鉄職員等への年金費用等の支払、

旧国鉄から承継した資産の処分、ＪＲ北
海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物会社の経営
自立支援などを行っています。
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３．基本情報

・名称 独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構
（略称：鉄道・運輸機構）

・英文名称 Japan Railway Construction,Transport and Technology Agency
（略称：ＪＲＴＴ)

・設立 ２００３年１０月１日

・本社所在地 神奈川県横浜市中区本町６－５０－１（横浜アイランドタワー）

・理事長 北村 隆志

・資本金 １１５,１６９,７０６,５４３円（２０１８年１２月２７日現在）

・職員数 １，５９５名（２０１９年４月１日現在）

・ホームページ https://www.jrtt.go.jp/

・組織

このシンボルマークは、鉄道・運輸機構の主な
業務をあらわし、力を合わせて伸びていく機構の
未来を表現しています。 色彩は、グリーンが陸、
ブルーが海を、また、地球環境への配慮を表現し
ています。

また、鉄道・運輸機構のロゴタイプは、交通分
野での確かな存在感と公共インフラを支える信頼
感を示しています。
※このシンボルマークは、機構の登録商標です（登録第

4857757号）。

シンボルマーク・ロゴタイプ

本社

（神奈川県横浜市）

東京支社

（東京都港区）

大阪支社

（大阪府大阪市）

北海道新幹線建設局

（北海道札幌市）

九州新幹線建設局

（福岡県福岡市）

青森工事事務所

（青森県青森市）

関東甲信工事局

（神奈川県横浜市）

シンボルマーク

ロゴタイプ
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Ⅲ 環境行動計画の基本的事項
当機構では、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第

１８０号。以下「機構法」といいます。）に規定された目的を役職員が共通の認識の
下に一丸となって達成することができるよう、基本理念及び行動指針を策定するとと
もに、業務運営に当たっての環境配慮の方針等を「環境基本方針」として策定してい
ます。

さらに、環境基本方針の下、当機構の事務・事業活動に伴う環境負荷の低減を推進
することを目的として、環境配慮に関する具体的な取組みを「環境行動計画」として
定め、現在、第４期環境行動計画に基づいた環境負荷低減に取り組んでいます。

環境基本方針
鉄道・運輸機構は、陸上運送、海上運送等の円滑化を図り、国民経済の健全な発展と国

民生活の向上に寄与することを使命とし、地球環境の保全に積極的に取り組み、豊かで美

しい自然環境と調和した未来の交通ネットワークづくりを通じて、社会に貢献します。

1. 鉄道の建設、鉄道事業者、海上運送事業者などによる運輸施設の整備を促進するた

めの助成などの支援など事業活動のすべての領域で環境負荷の低減に努めます。

2. 環境保全に関する法令および自主基準を遵守します。

3. 地域の環境保全活動に積極的に参加し、地域社会に貢献します。

基本理念

・安全で安心な、環境にやさしい交通ネットワークづくりに貢献します。

・交通ネットワークづくりを通じ、人々の生活の向上と経済社会の発展に寄与します。

・交通ネットワークづくりに当たっては、確かな技術力、豊富な経験、高度な専門知識

を最大限に発揮します。

行動指針
1. 社会の変化に対応して、新しい取組みに積極的に挑戦します。

2. 高い倫理観を持って、法令や社会のルールを順守し、責任ある行動をとります。

3. 業務の透明性、効率性を高めて、厚い信頼を確立します。

4. 一人一人が果たすべき役割を自覚して、力を結集し、チーム力を高めます。

5. 働きがいのある職場での研鑚を通じて、自らも成長します。
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第４期環境行動計画（概要）
１．対象期間

２０１８年度から「第４期中期計画」期間の終了する２０２２年度まで。

２．機構の事務・事業に係る環境配慮への取組み

鉄道建設や船舶共有建造等において温室効果ガス （CO2）の排出量が少ない環境

にやさしい交通体系の整備、建設廃棄物のリサイクルや環境配慮への取組みのため、

以下の環境負荷低減対策に取組む。

（１）地球温暖化対策

（２) 建設廃棄物対策

（３）工事排水と掘削土の適切な処理

（４）生物多様性の保全

（５）土地処分に伴う特定有害物質への対応

（６）事務に関する環境負荷低減の取組み

機構は、事業の発注者として上記の（１）から（５）について各事業者に対して

取組みを推奨していくとともに、これらの業務を進めるため職員が執務を行う

（６）について環境負荷低減に係る目標を掲げ、具体的な取組みを定めて実施する。

事務に関する環境負荷低減の取組みは、温室効果ガス （CO2）排出量の削減、省

資源の推進及び廃棄物の削減、事務に関する積極的なグリーン調達の推進、HFC

（ハイドロフルオロカーボン。代替フロンのひとつ。）等の代替物質を使用した製

品等の購入・使用の促進、環境に関する研修の実施等とする。

3. 「環境にやさしい交通体系の整備」への理解及び地域社会とのパートナーシップ
を築き上げるため、関係行事への参加や現場見学会等の開催、地域の環境保全活動
への協力を推進する。

行動の具体化

環境基本方針

近年の地球温暖化に対する取組みと

しての「政府実行計画」（政府がその

事務及び事業に関し温室効果ガスの排

出の抑制等のために実行すべき措置に

ついて定める計画）等の最新の動向

近年の地球温暖化に対する取組みと

しての「政府実行計画」（政府がその

事務及び事業に関し温室効果ガスの排

出の抑制等のために実行すべき措置に

ついて定める計画）等の最新の動向

基本理念



国土交通大臣
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マネジメントとガバナンス

このように、国土交通大臣のもと中期計画、年度計画の運用によりＰＤＣＡによるサ
イクルが有効に機能しています。環境に関する取組みもこれら計画における一項目とし
て、ＰＤＣＡサイクルによる適切な運用・評価が行われています。

鉄道・運輸機構

中期目標中期目標

中期計画

年度計画

指示

申請

認可

届出

業務
実施

提出

評価
（必要な場合は
業務改善命令）

年度評価
見込評価

中期目標期間評価

中
期
計
画
推
進
・フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
審
議
委
員
会
（※

）

中
期
計
画
推
進
・
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
委
員
会
・幹
事
会

業務実績等報告書
・年度評価
・見込評価

・中期目標期間評価

※第三者委員会

Ⅲ
環
境
行
動
計
画
の
基
本
的
事
項

当機構は、機構法により、中期目標管理法人に区分されていることから、主務大臣であ
る国土交通大臣の定める業務運営に関する目標（中期目標。５年間。）に基づき当該中期
目標を達成するための計画（中期計画）を策定し、国土交通大臣の認可を受け、公表して
います。さらに、国土交通大臣の認可を受けた中期計画に基づき、各事業年度の業務運営
に関する計画（年度計画）を定め、国土交通大臣に届け出るとともに公表しています。

また、当該事業年度における業務の実績を評価する年度評価、中期目標期間終了の前年
度に行う見込評価、中期目標期間における業務の実績を評価する中期目標期間評価につい
て、それぞれ業務実績等報告書を国土交通大臣に提出し、その評価を受けなければならな
いとされています。
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中期目標・中期計画・年度計画（環境関係抜粋）
■中期目標

（４）環境への配慮

業務の実施に当たっては、環境負荷の低減、環境の保全について配慮するととも

に、自然環境保全対策、地球温暖化対策等に努める。

■中期計画

④ 環境への配慮

業務の実施に際しての環境負荷を低減するため、 機構で定める「 第４期環境行

動計画 」に基づき、温室効果ガス（ＣＯ２）排出量の削減に向けたオフィス活動に

おける取組みのほか、職員の環境意識の向上に資する研修等の実施、建設工事等に

より発生する建設廃棄物のリサイクルやグリーン調達等に取り組む。

また、これらの取組みの状況や成果を盛り込んだ「環境報告書」を毎年度作成し

公表する。

■平成30年度計画

④ 環境への配慮

機構で定める「第４期環境行動計画」に基づき、温室効果ガス（ＣＯ₂）排出量の

削減に向けたオフィス活動における取組みのほか、各業務における環境負荷の低減

に係る取組みを着実に推進する。

また、職員の環境意識の向上等を目的とした研修を実施するとともに、建設工事

等により発生する建設廃棄物リサイクル及びグリーン調達等の取組みを実施する。

機構の環境対策への取組状況や成果を盛り込んだ「環境報告書２０１８」を作成

し、ホームページ等を活用して、公表する。

環境省が地球温暖化防止のためライ
トアップ施設や家庭の照明の一斉消灯
を呼び掛ける「CO2削減 / ライトダウ
ンキャンペーン」に応じて、６月２１
日の夏至の日に本社オフィスフロアー
において２０時から２２時の間、可能
な限り消灯に取組みました。

画像出典：環境省ＨＰより
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Ⅳ 事務・事業に係る環境配慮への取組み

地球温暖化の原因となっている温室効果ガスのうち、多くを占めているのがＣＯ２です。
２０１７年度の国内ＣＯ２排出量では、運輸部門は約２割を占めており、そのうち自動車

が８６．２％と大半を占めているのに対して、船舶は４．８％、鉄道は４．１％と全体に
占める割合はわずかとなっています。

（g-CO2 /人キロ）

鉄道や船舶は大量輸送機関であることから、１回の輸送で多くの人や物を運ぶことがで
きます。人や物を１㎞運ぶ際のＣＯ２排出量でみると、旅客輸送では自家用乗用車と比べ
鉄道は約７分の１、貨物輸送では営業用貨物車と比べて鉄道は約１１分の１、船舶は約６
分の１の排出量となっています。このように、鉄道や船舶は他の輸送機関に比べてエネル
ギー効率に優れた環境にやさしい輸送機関であり、機構の行う鉄道や船舶の建設・整備は、
ＣＯ２排出量の少ない環境にやさしい交通体系そのものに貢献しています。

貨物

旅客

（g-CO2 /トンキロ）

内訳

運輸部門
内訳

部門別

※国土交通省ＨＰ公表数値により作成しています。

※国土交通省ＨＰ公表数値により作成しています。
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１．地球温暖化対策

■ベルトコンベア方式によるトンネル掘削土の運搬

従来のダンプトラックに
よる搬出

ベルトコンベアによる土砂搬出（坑内・坑外）

■ダウンライトのLED化

えちぜん鉄道 福井駅

北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）、北陸新幹線（金沢・敦賀間）及び九州新
幹線（武雄温泉・長崎間）の多くのトンネル工事では、トンネル延長の短い工区を
除きベルトコンベアにより土砂を搬出する方式を採用しています。
この方式により、土砂を搬出する際にダンプトラック等の重機から排出される

ＣＯ２が削減され、地球温暖化対策に資するとともに、トンネル内作業の安全性の
向上や排気ガス・粉塵の減少等によるトンネル作業環境の改善に貢献していま
す。

駅で使用しているダウンライトに、ＬＥＤ照明
器具を採用しました。

従来の照明器具に比べ、効率が良く、長寿命
で、消費電力は半分以下です。これによりＣＯ２排
出量を削減でき、また、発熱量も少なくなり、空
調の負荷軽減といった効果もあります。

■駅屋根にソーラーパネルを設置

小田急小田原線工事の全３駅において、屋
根にガラス素材を用いて自然採光を取り入れ
るほか、太陽光発電システムを導入すること
により使用電力量の削減をめざしています。

下北沢駅における自然採光と太陽光パネル
（小田急電鉄㈱提供）
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■木材の循環的利用

ホーム階・天井・壁仕上げ材に使用コンコース階・天井・壁仕上げ材に使用

森林資源の循環的利用（イメージ）
画像出典：林野庁ＨＰより

建築材料として木材を使用している間は、そこに炭素が固定されることになり、そ
の木材資源としての再利用を行うことで、廃棄に伴う燃焼・腐敗によるＣＯ２放出を
最低限にすることができます。

また、国産木材を使用することによって、国内の人工林の健全な循環に繋げ、地球
環境の保全に貢献しています。

えちぜん鉄道福井駅において、ホーム及びコンコースの天井や壁面などの仕上げに、
福井県産杉材をふんだんに使用しています。

福井駅付近連続立体交差事業施行者の県から、委託者であるえちぜん鉄道株式会社を
通じて県産杉材利用の要望を受け、地域と協働してＣＯ２削減に努めました。
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■フライアッシュをコンクリートに有効利用

北陸新幹線におけるFAコンクリート
の適用（場所打ち杭）

フライアッシュ

フライアッシュは、石炭火力発電所で副産される石炭
灰、すなわち、産業副産物から採取される再生資源です。
フライアッシュをコンクリートの混和材として有効利用し
たフライアッシュコンクリート（以下「ＦＡコンクリー
ト」といいます。）は、高炉セメントと同様にアルカリシ
リカ反応（以下「ＡＳＲ」といいます。）の抑制効果があ
ります。

ＡＳＲとは、コンクリートの材料の１つである骨
材に特定の物質が多く含まれると発生し、コンクリート
にひび割れが生じてしまう劣化現象です。
一般的に、ＡＳＲの発生を防ぐために、セメント

と骨材に含まれる反応性の物質量の規制やＪＩＳで
規定される試験により、材料を選定しております。
しかし、これを満たす材料を得るため、遠方から材
料を運搬しなければならない場合、エネルギー消費
量の増加に繋がります。

このような状況の中、近年の石炭火力発電の増加もあり、フライアッシュの供給が
安定している地域では、ＦＡコンクリートの適用により、エネルギー消費量の緩和が
期待されます。北陸新幹線（金沢・敦賀間）の工事においては、ＦＡコンクリート実
用化の研究を行い、その結果、ＦＡコンクリートの適用が可能となりました。廃棄物
の再利用と構造物の質の向上が両立可能となったケースでもあります。

■新時代に応じた環境にやさしい船舶の建造促進

国内を航行する旅客船及び貨物船を海運事業者と共有して建造する「船舶共有建造事
業」では、動力源を電気推進とするスーパーエコシップ（ＳＥＳ）やＣＯ２排出量を抑え
省エネに資する二酸化炭素低減化船など環境にやさしい船舶の建造を継続的に促進して
います。さらに、２０２０年１月から実施されるＳＯx規制強化に対応するため、排気ガ
ス浄化装置（スクラバー）の試設計に関する技術調査やＡ重油使用による内航船の省力
化に関する実態調査を実施するとともに、２０１９年度からの金利軽減措置を念頭に、
ＬＮＧ燃料船に関する技術基準を策定しました。
また、２０１８年度からは、環境対策のみならず船員対策も兼ね備えた「労働環境改善船」の

建造も推進しており、２０１８年度中に３隻の当該船舶が建造されています。

二酸化炭素低減化船の搭載機器の例
（ ）は労働環境改善船を表す

※内定ベース
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再生加熱アスファルト混合物

（利用用途）
・付替道路工事舗装

再生砕石

（利用用途）
・埋戻し材
・付替道路の路盤材
・仮設ヤードの造成の路盤材

２．建設廃棄物対策

■建設廃材の積極的利用

廃材となったコンクリート塊を破砕して生成される再生砕石が工事目的物に要求さ
れる品質基準を満たす場合、工事での利用を積極的に行っています。同様に、アス
ファルトコンクリート発生材を再資源化した再生加熱アスファルト混合物も、利用し
ています。

■トンネル工事に伴う排水処理

トンネル工事では周辺地盤からトンネル内
に流れ込んだ地下水が掘削土砂等と混じり合
いますが、そのまま河川等へ放流すると周辺
環境へ大きな影響を及ぼします。
このため工事排水については、各地方自治

体の条例等で設定する排水基準（ｐＨ（水素
イオン濃度）や濁度等）を満足するよう、濁
水処理設備を設置して適切な排水処理を行っ
ています。

濁水処理設備

３．工事排水と掘削土の適切な処理

■発生土の他事業への利用

トンネル掘削等に伴い発生した土砂は、他の工区の盛土材等として流用するほか、
他の公共工事（圃場整備事業）に積極的に譲渡しており、建設発生土の有効利用に努
めています。
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旧国鉄から承継し処分した土地において、基準値を超える特定有害物質がある場合に
は、適切な処理を実施しています。

当機構では、工事等が生物多様性にどのような影響を及ぼすかについて、あらかじめ適
正に調査・予測・評価を行い、必要な環境保全措置を講ずるとともに、絶滅危惧等に選定
されている動植物種の保護に配慮するなど、工事中・工事後の事後評価を実施しています。

中池見湿地
（ラムサール条約登録湿地）

４．生物多様性の保存

５．土地処分に伴う特定有害物質への対応

カキツバタ
（準絶滅危惧（NT））

ホトケドジョウ
（絶滅危惧IB類 (EN)））

アカハライモリ
（準絶滅危惧（NT））
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推進会議

６．事務に関する環境負荷低減の取組み

■環境負荷低減の推進体制

当機構では、オフィス活動における環境負荷低減に向け、ＣＯ２の排出量等の削減、
省資源やグリーン調達の推進に取り組んでいます。

当機構では、環境への取組事項を計画的かつ効果的に実施するための先導役として
各職場に「エコリーダー」を設置し、環境意識の浸透に努めています。また、本社と
地方機関における環境行動計画の実施状況を点検するため、「環境行動計画推進会
議」を開催しています。

環境担当
部署

・計画の策定
・研修の実施

・取組み周知

地方機関

環境に関する

会議等の開催

環境負荷低減の
取組みを実施

本社各部等

環境負荷低減の
取組みを実施

理事長

本社エコ
リーダー会議

本社エコ
リーダー会議

本社

■具体的な取組み

昼休み時間帯の照明の消灯・パソコン電源オフに努めており、社内放送による呼び
かけを行い、月１回程度、終業後に担当職員がパソコンの電源オフの取組み状況を見
回る巡回を実施し、オフになっていない者にはイエロ－カードを配付して、注意喚起
を図っています。
その他、蛍光灯の間引き、パソコンモニターの輝度低減、複合機等の省エネモード

の設定、冷蔵庫の集約、クールビズ(５月～９月)の実施等の節電対策に努めていま
す。

さらに、自動車燃料の削減対策として、穏やかなアクセルワークの実践、無駄なア
イドリングのストップ、タイヤの空気圧やエンジンオイル等の定期的な点検・整備の
実施などエコドライブ普及促進協議会のすすめるエコドライブの実施に取り組むとと
もに、公用車等の更新時にはハイブリッド型等高燃費性能の車両へ転換を図っていま
す。
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【コピー用紙使用量】

（万枚）
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■コピー用紙使用量

コピー用紙の使用量抑制のためにイントラネット、グループウェア及び電子
メールを活用した周知・連絡の実施、会議等における配布資料の簡素化やペー
パーレス化を実施しています。
また、コピー機の使用においては、両面印刷やＮアップ印刷の積極的な使用

に努めています。
２０１８年度の使用量は、前年度に比べ約１５２万枚減少しました。
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【廃棄物排出量】

廃棄物を抑制するため、再利用、再生利用の取組みを推進しています。
例えば、ミスプリントを未然防止する設定の活用や使用済みファイルの

再利用など廃棄物発生総量を抑える工夫を行なっています。

２０１８年度の廃棄物排出量は、組織の統廃合の影響もあり、前年度か
ら約８９ｔという大きな減少がみられました。

■廃棄物排出量

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
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■グリーン調達（物品、建設資材）の推進

当機構では、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第
１００号）に基づく調達方針におけるグリーン調達※ を推進し、 ２０１８年度は、物
品関係１８分野１１２品目、公共工事関係１分野２１品目で調達率１００％を達成しま
した。２０１９年度につきましても、引き続きグリーン調達の積極的な推進に努めてい
きます。
※）製品の原材料・部品や事業活動に必要な資源やサービスなどを調達するとき、

環境への負荷が少ないものから優先的に選択すること。

■フロン排出抑制法への対応

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成１３年法律第６４
号）に基づき、第一種特定製品であるエアコンディショナー、冷蔵冷凍機等につい
て設置、管理及び廃棄を適切に実施しています。

Ⅳ
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み

オフィス活動におけるＣＯ２排出量は、１，５８９ｔ-ＣＯ２となり、前年度とほ
ぼ同水準で推移しました（約０.２％増加）。
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（ｔ-CO2）
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■オフィス活動におけるＣＯ２排出量
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【ガソリン及び軽油】
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ガソリン及び軽油並びに電気の使用量とその使用に伴うＣＯ２排出量は、以下の表の
とおり、前年度とほぼ同程度の水準で推移しました（ＣＯ２排出量はガソリン及び軽油
で約４．２％減少、電気で約１．０％増加）。
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Ⅴ

２．内航船舶技術支援セミナー等の開催

環境に関する情報発信と社会貢献活動

■第25回鉄道フェスティバル
10月6日、7日の2日間にわたり「 鉄道の

日 」実行委員会が主催する「 第25回 鉄道
フェスティバル」が日比谷公園において開催
されました。当機構もブースを出展し、鉄道
ファンや親子連れなど2日間で延べ150,000
人もの方々にご来場いただきました。

機構ブースでは、パネル展示や開業30周
年を迎える青函トンネルに関する紹介を織り
交ぜながら、環境に優しい新幹線をＰＲしま
した。

■第25回鉄道フェスティバルｉｎ北海道
10月6日、 「鉄道の日」北海道実行委員

会が主催する 「第25回鉄道フェスティバル
ｉｎ北海道」が札幌駅南口広場において開催
されました。

当機構もブースを出展し、工事施工中の北
海道新幹線に関するパネル展示や新幹線レー
ルの模型展示に加え、トンネル工事に関する
ビデオの上映などを行い、およそ3,000人
の方々にご来場いただきました。

環境負荷低減等に資する船舶技術の普及を図るため、全国５箇所 （東京、今治、神戸、
広島及び福岡） において「内航船舶技術支援セミナー」を開催するとともに、CO2削減
効果のより高いグリーン化に資する船舶をはじめ、より高い政策効果を実現する船舶の建
造促進を図るため、全国７箇所（東京、神戸、広島、今治、松山、長崎及び福岡）におい
て「共有建造支援セミナー」を開催しました。

内航船舶技術支援セミナー会場の様子 共有建造支援セミナー会場の様子

日比谷公園の様子

札幌駅南口広場の様子

１．「鉄道の日」記念イベントへの参加



22

打ち水イベントの開催について

当機構では、環境に配慮した取組みへ
の参加により環境保全に努めるほか、参
加された方々との交流を通じて、地域の
活性化に貢献しています。

8月２９日、本社が入居する横浜アイ
ランドタワーにおいて、ヒートアイラン
ド対策など環境への配慮活動として打ち
水イベントを開催しました。横浜アイラ
ンドタワーに勤務する者をはじめ近隣の
保育園の園児たちも参加し、盛況のもと
終了しました。

４．地域環境保全活動

北陸新幹線
親子現場見学会

8月25日、福井県北陸新
幹線建設促進同盟会主催の
「北陸新幹線親子現場見学
会」が福井市内の北陸新幹
線工事現場で開催され、約
50人の方々が参加されま
した。

参加された方々は高架
橋、橋りょう、トンネルな
どの工事現場を見学しなが
ら説明に耳を傾けていまし
た。

工事現場を間近で見学
し、北陸新幹線の工事が
着々と進んでいることを実
感されていました。

地元小学校の社会見学会

8月16日、17日の2日
間、横浜市教育委員会の主
催で地元小学生と保護者が
参加する工事現場見学会が
神奈川東部方面線（相鉄・
東急直通線）羽沢トンネル
で開催され、約80人の
方々が参加されました。

参加された方々は、完成
間近のトンネル内を熱心に
見学しながら、地下でこの
ような大規模な工事が行わ
れていることに驚いていま
した。

九州新幹線
親子現場見学会

8月21日、土木学会西部
支部主催の「九州新幹線親
子現場見学会」が佐賀県武
雄市内の九州新幹線工事現
場で開催され、約40名の
方々が参加されました。

当日は実際に新幹線が走
行する路盤を歩いたり、橋
りょうや補強盛土工事を見
学していただきました。

模型を使った盛土実験な
ども交えた解りやすい説明
を行い、新幹線工事をより
身近に感じていただくこと
ができました。

３．鉄道建設工事現場見学会等への協力
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Ⅵ
１．マテリアルフロー

当機構では、環境負荷の少ない事業執行に努め、各活動に伴うマテリアルフロー（あ
る物質の原料から製品、リサイクル、廃棄に至る流れを視覚化し、資源の投入量とそこ
から発生する環境負荷の量を明らかにするもの。)は、以下のとおりです。

その他

INPUT OUTPUT

電気 260 万kwh

ガソリン 92 kl

軽油 5 kl 

コピー用紙 2,596 万枚

エネルギー 29,271 ＧＪ

物資

その他の事務用品等

再生利用 99 ｔ

ゴミ処分 69 ｔ

廃棄物 168 t

電気 1,362 t-co2

ガソリン 215 t-co2

軽油 12 t-co2

CO2排出量 1,589 t-CO2

活
動

■オフィス活動

電気 11,619 万kwh

ガソリン 2.40 万kl

軽油 0.22 万kl 

生コンクリート 354.5 万t 

エネルギー 2,144,920ＧＪ

物資【再生材198.7万ｔを含む。】 再生利用 30.1 万ｔ

最終処分 1.2 万ｔ

廃棄物 31.3  万t  

再生利用 575.9 万t

最終処分 23.5 万t

建設発生土 599.4万t

■鉄道建設工事

※ オフィス活動についてのCO2排出量は、「環境省/経済産業省『電気事業者別排出係数』」、「算定・報告・公表制度における算定方

法・排出係数一覧」を用いて算出しています。

木材 0.13 万t 

アスファルト 3.4 万t 

土砂・砕石 242.9 万t 

CO2排出量
125,212 t-CO2

工
事
施
工

※ 鉄道建設工事についての投入量やCO2排出量等は、工事を施工する建設会社の環境報告書等に記載されるものですが、機構は工事を

発注・監理する立場から、建設会社よりエネルギー投入量等の情報を収集し、マテリアルフローを作成しています。

環境配慮
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２．「環境報告の記載事項等に関する告示」及び「環境報告ガイド
ライン」との対応

 「環境報告書ガイドライン2012」における対応項目・関
連項目

 経営責任者の緒言　[４章２．]
★第２章１．経営責任者のコミットメント

 はじめに 2

 環境配慮の方針　[５章１．（１）]
★７．長期ビジョン、８．戦略、９．重要な環境課題
の特定方法、１０．事業者の重要な環境課題

 環境行動計画の基本的事項 7、8、10

 対象組織の範囲・対象期間　[４章１．（１）]
★第１章環境報告書の基礎情報

鉄道・運輸機構の概要、環境報告書2019の編集
方針

6、25

 環境配慮経営等の概要　[４章３．（１）]
★第２章２．ガバナンス

 環境行動計画の基本的事項、事務・事業に係る
環境配慮への取組み

9、11～20

 重要な課題、ビジョン及び事業戦略等
[５章２．（１）]
★第２章２．ガバナンス、７．長期ビジョン、８．戦
略、９．重要な環境課題の特定方法、１０．事業者
の重要な環境課題

 環境行動計画の基本的事項 7～10

 環境配慮経営の組織体制等[５章２．（１）]
★第２章２．ガバナンス

　マネジメントとカバナンス、環境負荷低減の推進
体制

9、17

 マテリアルバランス[４章４．]
★９．重要な環境課題の特定方法、１０．事業者の
重要な環境課題

 マテリアルフロー 23

 資源・エネルギーの投入状況[６章１．（１）～（３）]
★９．重要な環境課題の特定方法、１０．事業者の
重要な環境課題

コピー用紙使用量・廃棄物排出量、オフィス活動
におけるＣＯ２排出量、マテリアルフロー

18、19、20、
23

 資源等の循環的利用状況[６章２．]
★９．重要な環境課題の特定方法、１０．事業者の
重要な環境課題

 事務・事業に係る環境配慮への取組み 12～15

 生産物・循環負荷の産出・排出等の状況　[６章３．
（１）～（７）]
★９．重要な環境課題の特定方法、１０．事業者の
重要な環境課題

 マテリアルフロー 23

 生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の
状況　[６章４．]
★第２章４．リスクマネジメント、９．重要な環境課
題の特定方法、１０．事業者の重要な環境課題

 生物多様性の保存 16

 バリューチェーンにおける環境配慮等の取組状況　[５
章４．]
★第２章　６．バリューチェーンマネジメント

特集ＳＤＧｓへの貢献に通じるサステナビリティファ
イナンス、グリーン調達（物品・建築資材）の推進

3、4、19

 環境に関する規制等の遵守状況 [５章２．（３）]
★９．重要な環境課題の特定方法、１０．事業者の
重要な環境課題

土地処分に伴う特定有害物質への対応、フロン排
出抑制法への対応、環境報告書2019の編集方針

16、19、25

 ステークホルダーへの対応
[５章３．（１）]
★第２章３．ステークホルダーエンゲージメントの状
況

特集ＳＤＧｓへの貢献に通じるサステナビリティファ
イナンス、 環境に関する情報発信と社会貢献活
動、より良い環境報告書を目指して

3、4、21～
22、25

※★は、「環境報告書ガイドライン2018」との対応関係を表しています。

 ３．事業活動に係る環境配慮の計画　【告示第２の３】

 ４．事業活動に係る環境配慮の取組の体制等　【告示第２の４】

 ５．事業活動に係る環境配慮の取組の状況等　【告示第２の５】

 ６．製品・サービス等に係る環境配慮の情報　【告示第２の６】

 ７．その他　【告示第２の７】

「環境報告書2019」における
対象項目

掲載
ページ

 環境報告書の記載事項等に関する告示

 １．事業活動に係る環境配慮の方針等　【告示第２の１】

 ２．主要な事業内容、対象とする事業年度等　【告示第２の２】



25

この報告書は、環境情報の提供の促進等
による特定事業者等の環境に配慮した事業
活動の促進に関する法律（平成１６年法律
第７７号）第９条の規定に基づき、当機構
における、２０１８年度の業務に関する環
境配慮の取組みについて報告するために作
成したものです。

当機構の環境配慮の取組みや業務内容に
ついて、多くの方々にご理解いただく一助
になれば幸いです。

■報告対象組織

鉄道・運輸機構(本社および地方機関）

■報告対象期間

２０１８年４月１日～２０１９年３月３１日

※期間外の内容も一部掲載しています。

■参考にしたガイドライン等

環境省環境報告書の記載事項等の手引き

環境省環境報告ガイドライン

■発行情報

前回:２０１８年９月

次回予定:２０２０年９月

環境報告書２０１９の編集方針

２０１８年９月に発行した「環境報告書２０１８」では、３８７件のアンケートにご
協力いただきました。この場をお借りしましてお礼申し上げます。

今後、当機構では、引き続き環境負荷低減の取組みを実施していくとともに、より一層
多くの方にお読みいただけるよう環境報告書の充実に取り組んでまいります。

大変わ

かりやす

い 19.8%

わかりや

すい
54.8%

普通
22.9%

ややわ

かりにく

い 1.0%

わかりに

くい 1.0% 無回答
0.5%

「わかりやすさ」について

大変充

実してい

る 18.5%

充実して

いる
42.0%

普通
30.9%

やや物

足りない
2.6%

物足りな

い 0.8%
無回答

5.2%

3．より良い環境報告書を目指して

Ⅵ
そ
の
他

「内容の充実度」について

【写真】

表 紙 北海道新幹線
裏表紙 上）高度二酸化炭素低減化船「鶴隆丸」

下）高度二酸化炭素低減化船「ぶぜん」
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横浜アイランドタワー

作成担当 企画部企画課
Ｔ Ｅ Ｌ 045-222-9030
ホームページ https://www.jrtt.go.jp/

「環境報告書2019」に対するご意見をお寄せください

皆様からご意見をいただき、この報告書をさらにわかりやすく、
より良いものにしていきたいと考えています。
ご意見は以下のサイトからお寄せいただけます。

https://www.jrtt.go.jp/13Ask/enquete/enquete.html


